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◆ 平成２７年度決算に基づく「健全化判断比率」及び「資金不足比率」について、監査委員の審査

を経て、９月定例府議会に報告しました。 

 

◆ 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」第３条第１項及び第２２条第１項の規定により、

「確定値」として公表します。 

 
 

 

 

 本府の数値（％） 
［ ］は、昨年度 

早期健全化基準 

（％） 

財政再生基準 

（％） 

実 質 赤 字 比 率 
－ 

［ － ］ 
3.75 5 

連結実質赤字比率 
－ 

［ － ］ 
8.75 15 

実 質 公 債 費 比 率 
19.4 

［ 19.0 ］ 
25 35 

将 来 負 担 比 率 
189.0 

［ 208.4 ］ 
400 － 

◆ 早期健全化基準：自主的な改善努力による財政健全化が必要な水準 

→ 財政健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等 

◆ 財政再生基準 ：国の関与による確実な再生が必要な水準 

→ 財政再生計画の策定・外部監査の義務付け、起債の制限、総務大臣による予算変更の勧告等 

 

 

 

 

  
本府の数値（％） 
［ ］は、昨年度 

経営健全化基準 

（％） 

資金不足比率 

大阪府中央卸売市場事業会計 
－ 

［ － ］ 

20 

大阪府まちづくり促進事業会計 
－ 

［ － ］ 

流域下水道事業特別会計 
－ 

［ － ］ 

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 
－ 

［ － ］ 

箕面北部丘陵整備事業特別会計 
－ 

［ － ］ 
◆ 経営健全化基準：自主的な改善努力による経営健全化が必要な水準 

→ 経営健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等 

  

平成２７年度決算に基づく健全化判断比率等について（確定値） 

健 全 化 判 断 比 率 

公営企業の資金不足比率 
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≪ 実質赤字比率 該当なし ≫ 
 

 
【趣旨】 一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 

【基準】 早期健全化基準 ３．７５％  財政再生基準 ５％ 
 
 
 
 

・ 一般会計等の実質赤字額 ： 「一般会計」及び「一般会計等に属する特別会計」における「実質赤字」の額 
・ 実質赤字の額 ＝ ア：繰上充用額 ＋（イ：支払繰延額 ＋ ウ：事業繰越額） 

ア ・・・ 歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額 
イ ・・・ 実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額 
ウ ・・・ 実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額 

・ 標準財政規模の額 ： 標準的に収入が見込まれる一般財源の総額 
（府税、地方譲与税、普通交付税、臨時財政対策債、地方特例交付金等の収入見込みの合算額）  

 
【単位：百万円】 

会計名 
歳入総額 

(1) 
歳出総額 

(2) 

歳入歳出 

差引額(3) 
(1)-(2) 

翌年度に繰り 

越すべき財源 
(4) 

実質収支額(５) 
(3)-(4) 

一 
 

般 
 

会 
 

計 
 

等 

一 般 会 計 
3,195,479 

[ 2,981,522 ] 
3,183,097 

[ 2,968,396 ] 
12,381 

[ 13,126 ] 
6,956 

[ 9,244 ] 
5,426 

[ 3,882 ] 

一
般
会
計
等
に
属
す
る
特
別
会
計 

日本万国博覧会記念公園事業特別会計  
4,924 

[ 4,928 ] 
4,490 

 [ 4,306 ] 
434 

 [ 622 ] 
46 

 [ 33 ] 
389 

 [ 589 ] 

就 農 支 援 資 金 等 特 別 会 計 
66 

[ 82 ] 
15 

 [ 30 ] 
51 

 [ 53 ] 
51 

 [ 53 ] 
0 

 [ 0 ] 

大 阪 府 営 住 宅 事 業 特 別 会 計 
136,190 

[ 106,866 ] 
131,616 

 [ 103,975 ] 
4,573 

 [ 2,891 ] 
3,025 

 [ 2,604 ] 
1,549 
 [ 286 ] 

関西国際空港関連事業特別会計 
9,457 

[ 21,384 ] 
9,457 

 [ 21,384 ] 
0 

 [ 0 ] 
0 

[ 0 ] 
0 

[ 0 ] 

不 動 産 調 達 特 別 会 計 
4,085 

[ 5,648 ] 
4,008 

[ 5,567 ] 
78 

[ 81 ] 
0 

[ 0 ] 
78 

[ 81 ] 

公 債 管 理 特 別 会 計 
1,214,498 

[ 1,121,269 ] 
1,213,285 

[ 1,119,970 ] 
1,213 

[ 1,298 ] 
0 

[ 0 ] 
1,213 

[ 1,298 ] 

市町村施設整備資金特別会計 
17,062 

[ 18,262 ] 
17,059 

[ 18,260 ] 
2 

[ 2 ] 
0 

[ 0 ] 
2 

[ 2 ] 

証 紙 収 入 金 整 理 特 別 会 計 
10,554 

[ 10,768 ] 
10,104 

[ 10,281 ] 
451 

[ 487 ] 
0 

[ 0 ] 
451 

[ 487 ] 

母子父子寡婦福祉資金特別会計 
1,603 

[ 1,375 ] 
427 

[ 426 ] 
1,177 
[ 949 ] 

1,177 
[ 949 ] 

0 
[ 0 ] 

中 小 企 業 振 興 資 金 特 別 会 計 
4,963 

[ 5,510 ] 
2,301 

[ 3,070 ] 
2,662 

[ 2,440 ] 
2,662 

[ 2,440 ] 
0 

[ 0 ] 

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 特 別 会 計 
104 

[ 114 ] 
28 

[ 37 ] 
76 

[ 77 ] 
76 

[ 77 ] 
0 

[ 0 ] 

林 業 改 善 資 金 特 別 会 計 
89 

[ 87 ] 
6 

[ 0 ] 
83 

[ 87 ] 
83 

[ 87 ] 
0 

[ 0 ] 

合 計（分子） 
4,599,074 

[ 4,277,816 ] 
4,575,893 

[ 4,255,704 ] 
23,181 

[ 22,113 ] 
14,074 

[ 15,486 ] 
9,107 

[ 6,627 ] 

標準財政規模（分母） 
（臨時財政対策債発行可能額含む） 

1,631,292 
[ 1,577,204 ] 

実質赤字比率（％） 
－ 

［ － ］ 

（注） ［ ］は、昨年度数値。 

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模の額 

比 率 の 算 定 内 訳 

「一般会計」及び「一般会計等に属する特別会計」の実質収支は、いずれも黒字（あるいは 

収支均衡）になったため、「実質赤字比率」は、該当なし。 
※ 平成１９年度は「一般会計」で約１３億円の実質赤字が生じていたため、０．０２％ 

平成２０～２７年度は「一般会計」が黒字になったため、該当なし。 
 
【参考】大阪府における早期健全化・財政再生基準の該当ライン 

＜早期健全化＞ ▲６１２億円   ＜財政再生＞ ▲８１６億円 
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≪ 連結実質赤字比率 該当なし ≫ 

 

【趣旨】 全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率 

【基準】 早期健全化基準 ８．７５％  財政再生基準 １５％ 

 

 

 

 

○ 連結実質赤字額 ：「イとロの合計額」が「ハとニの合計額」を超える場合の当該「越える額」 

イ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

ロ 公営企業会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

ニ 公営企業会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

 

【単位：百万円】 

会 計 名 実質収支額・資金収支額 

一般会計等 
9,107 

[ 6,627 ] 

公
営
事
業
会
計 

一般会計等以外の特別会計のうち公営企業 

に係る特別会計以外の特別会計  （該当なし） 

0 

[ 0 ] 

公
営
企
業
会
計 

法
適
用 

大阪府中央卸売市場事業会計 
1,092 

[ 1,233 ] 

大阪府まちづくり促進事業会計 
5,311 

[ 3,891 ] 

法
非
適
用 

流域下水道事業特別会計 
1,717 

[ 1,363 ] 

港湾整備事業特別会計 
0 

[ 0 ] 

箕面北部丘陵整備事業特別会計 
0 

[ 0 ] 

合 計（分子） 
17,227 

[ 13,113 ] 

標準財政規模（分母） （臨時財政対策債発行可能額含む） 
1,631,292 

[ 1,577,204 ] 

連結実質赤字比率（％） 
－ 

［ － ］ 

【参考】 連結実質収支は、１７２億円（＋１.０６％）の黒字 

（注）［ ］は、昨年度数値。 

（注）「法適用企業」とは、地方公営企業法を適用している公営企業会計である。 

 

 

  

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額（イ+ロ）－（ハ+ニ） 

標準財政規模の額 

赤字：イ・黒字：ハ 

赤字：ロ・黒字：ニ 

「一般会計等」の実質収支は黒字となり、公営企業会計においても、いずれも実質黒字 

（あるいは資金剰余）となったため、「連結実質赤字比率」は該当なし。 
 
【参考】大阪府における早期健全化・財政再生基準の該当ライン 

＜早期健全化＞▲１，４２８億円   ＜財政再生＞▲２，４４７億円 
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≪ 実質公債費比率 １９.４％ ≫ 

 

 

【趣旨】 一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

【基準】 早期健全化基準 ２５％  財政再生基準 ３５％ 

 

②「準元利償還金」の内容 

・ 満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還をした場合の１年あたりの 

元金償還金相当額 

・ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと 

認められるもの 

・ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

・ 一時借入金の利子 
【単位：百万円】 

 
平成 27年度 平成 26年度 平成 25年度 

① 地方債の元利償還金 261,851 256,417 281,704 

② 準元利償還金 247,484 251,336 248,260 

③ 特定財源 
 (元利償還金･準元利償還金に充てられるもの) 

45,287 39,188 44,502 

④ 元利償還金･準元利償還金に係る 
基準財政需要額算入額 

205,842 203,092 200,452 

合 計（分子） ①+②-③-④ 258,206 265,472 285,010 

⑤ 標準財政規模 
（臨時財政対策債発行可能額含む） 

1,631,292 1,577,204 1,567,380 

合 計（分母） ⑤-④ 1,425,450 1,374,111 1,366,929 

実質公債費比率（％） 
      （単年度） 

18.1 19.3 20.8 

     実質公債費比率（％） 

（３か年の平均） 
19.4 

  

 

 

 

  

実質公債費比率 ＝ 

（① 地方債の元利償還金＋②準元利償還金）－ 

（③ 特定財源＋④元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） の３か年 
平均 ⑤標準財政規模－ 

（④ 元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

実質公債費比率（平成２５～２７年度平均）は、前年度（平成２４～２６年度平均）から０.４ 

ポイント悪化し、１９.４％となった。 

これは、２７年度の単年度比率（１８.１％）が２６年度（１９.３％）より１.２ポイント改善し

たものの、今回平均の対象外となる２４年度（１６.９％）と比べ、１.２ポイント悪化したため。 
 
※ 実質公債費比率が１８％以上となった場合、地方債を発行するには総務大臣の許可が必要となる。 
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≪ 将来負担比率 １８９.０％ ≫ 

 
【趣旨】 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

【基準】 早期健全化基準 ４００％  財政再生基準 なし 

 

【単位：百万円】 

項       目 算定の考え方 算定値 備考（主なもの） 

ア 一般会計等に係る地方債の  

現在高 
満期一括償還分を含む地方債の現在高 

5,936,073 
[ 6,014,522 ] 

・一般会計    5,379,681 

イ 債務負担行為に基づく 
支出予定額 

地方債を財源とできる経費（公共用地の取得費等）に係る支出予定額

で、支出額が確定しているもの 

55,207 
[ 59,872 ] 

・土地の買い戻しに係るもの 

19,822 

ウ 一般会計等以外の会計におけ
る地方債の元金償還に充てる

ための繰出見込額 

① 宅地造成事業以外 

過去３ケ年の繰入実績に応じ、企業債現在高を按分して算定（前

年度に元金償還がない会計は、地方債繰入計画額又は一般会計

からの繰出基準額のいずれか大きい額を採用） 

② ③ 宅地造成事業（②：宅地造成のみ、③：宅造と併せて)販売用

土地を時価評価の上、債務超過部分について将来負担に算入 

184,259 
[ 190,898 ] 

① 流域下水道    170,317 

② 港湾整備      7,490 

③ 箕面北部丘陵    5,911 

エ 組合等の地方債の元金償還に
充てるための負担等見込額 

加入する組合等の地方債の現在高のうち本府負担見込額 
19 

[ 0 ] 
・関西広域連合   18,857 

オ 退職手当支給予定額のうち  
一般会計等負担見込額 

職員全員が年度末に自己都合退職すると仮定した場合に支給すべき

退職手当の額のうち、一般会計等負担見込額 

520,924 
[ 540,997 ]  

カ 設立法人の負債の額等に係る
一般会計等負担見込額 

 
① 道路公社 
② 土地開発公社 

③ 住宅供給公社 
④ 第三セクター等 

① 道路公社の負債額から計画上の収支見込額等を控除した額 

② 土地開発公社の負債額から府や国が買い取りを予定している土
地等の資産を控除した額 

③ ④ 住宅供給公社や第三セクター等が金融機関等から貸付を受け

る際に、府が金融機関等との間で締結する損失補償契約に係

る債務負担行為について、法人の経営状況等を勘案して算定

した負担見込額 

51,229 
[ 74,631 ] 

① 道路公社        ― 

② 土地開発公社      ― 

③ 住宅供給公社     5,487 

④ 第三セクター等   45,742 

キ 地方債の償還等に充当可能な
基金残高 

一般会計への貸付分を除いた充当可能残高 
700,196 

[ 730,634 ] 

・減債基金          446,131 

・財政調整基金       160,186 

・その他特定目的基金 93,879 

ク 地方債の償還等に充当可能な
特定の収入 

地方債を財源とする貸付金の償還金や、公営住宅の使用料などの収入

の実績により算定した充当見込額 

433,253 
[ 402,276 ] 

・公営住宅使用料    322,934 

ケ 地方債の償還等に要する経費

として基準財政需要額に算入
されることが見込まれる額 

過去に発行した地方債の現在高に普通交付税の算入割合を乗じて算

定した見込額 

2,919,033 
[ 2,883,096 ]  

合計（分子）  ア＋イ＋ウ＋エ＋オ＋カ－（キ＋ク＋ケ） 
2,695,229 

[ 2,864,915 ]  

コ 標準財政規模の額（臨時財政対
策債発行可能額含む） 

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般

財源の規模を示す額 

1,631,292 
[ 1,577,204 ]  

サ 元利償還金・準元利償還金  
に係る基準財政需要額算入額 

当年度の算入額 
205,842 

[ 203,092 ]  

合計（分母）  コ－サ 
1,425,450 

[ 1,374,111 ]  

将来負担比率（％） 
189.0 

[ 208.4 ] 
 

（注） ［ ］は、昨年度数値。 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来負担比率 ＝ 

（分子） 

ア 一般会計等に係る地方債の現在高 ＋ 

イ 債務負担行為に基づく支出予定額 ＋ 

ウ 一般会計等以外の会計における地方債の元金償還に充てるための繰出見込額 ＋ 

エ 組合等の地方債の元金償還に充てるための負担等見込額 ＋ 

オ 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額 ＋ 

カ 設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額  

－ (キ 地方債の償還等に充当可能な基金残高 ＋ 

ク 地方債の償還等に充当可能な特定の収入 ＋ 

ケ 地方債の償還等に要する経費として基準財政需要額に算入されることが見込まれる額） 

（分母） 
コ 標準財政規模の額 －  

サ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

将来負担比率は、前年度（２０８.４％）より１９.４ポイント改善し、１８９.０％となった。 

これは、標準財政規模の増に伴い分母が改善するとともに、地方債の現在高の減などにより分子も 

改善したことによるもの。 
 

将来負担額（６兆７,４７７億円） － 充当可能財源等（４兆５２５億円） 
 ＝ １８９.０％ 

標準財政規模（１兆６,３１３億円）－ 算入公債費等（ ２,０５８億円） 
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≪ 資金不足比率（公営企業ごと） 該当なし ≫ 

 

【趣旨】 公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率 

【基準】 経営健全化基準 ２０％  財政再生基準 なし 

 

 

 

 
○ 資金の不足額 

法適用企業 ＝ （流動負債＋資産形成以外の目的で発行した企業債現在高－流動資産） 
－ 解消可能資金不足額 

法非適用企業 ＝ （繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額 
＋ 資産形成以外の目的で発行した企業債現在高）－解消可能資金不足額 

 
※ 解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場合において、
資金の不足額から控除する一定の額。 

※ 宅地造成事業を行う公営企業については、売出開始土地について時価評価の上、流動資産に加算されるが、地方債現在高を
超える資金剰余がないため、比率算定上は資金剰余額はゼロとみなされる。 

 
○ 事業の規模 

法適用企業 ＝ 営業収益の額－受託工事収益の額 
法非適用企業 ＝ 営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 

 
※ 営業収益の額から受託工事収益の額を控除した額がゼロとなる場合には、営業収益の額の部分を経常収益の額にする。 
※ 宅地造成事業を行う公営企業については、「事業経営のための財源規模」（調達した資金規模）を示す資本及び負債の合計額。 
 

【単位：百万円】 

会計名 資金不足額 資金不足比率（％） 

法
適
用 

大阪府中央卸売市場事業会計 
－ 

［ － ］ 
－ 

［ － ］ 

大阪府まちづくり促進事業会計 
－ 

［ － ］ 
－ 

［ － ］ 

法
非
適
用 

流 域 下 水 道 事 業 特 別 会 計 
－ 

［ － ］ 
－ 

［ － ］ 

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 
－ 

［ － ］ 
－ 

［ － ］ 

箕面北部丘陵整備事業特別会計 
－ 

［ － ］ 
－ 

［ － ］ 
（注） ［ ］書きは、昨年度数値。 

 
参考：地方公営企業の経営状況（平成２７年度決算）について 

【単位：百万円】 

会 計 名 
総収益 
（歳入） 

総費用 
（歳出） 

資金剰余額／ 
不足額（実質収支） 

企業債現在高 
 
健全化法上の 
資金剰余額 

法
適
用 

大阪府中央卸売市場 

事 業 会 計 

640 

[ 837 ] 

929 

[ 1,175 ] 

1,092 

[ 1,233 ] 

1,003 

[ 867 ] 
 

1,092 

[ 1,233 ] 

大阪府まちづくり促進 

事 業 会 計 

3,535 

[ 2,181 ] 

4,681 

[ 8,263 ] 

5,311 

[ 3,891 ] 

110,890 

[ 112,144 ] 
 

5,311 

[ 3,891 ] 

法
非
適
用 

流域下水道事業特別会計 
（歳入） 

77,786 
[ 76,411 ] 

（歳出） 

75,711 
[ 74,434 ] 

（実質収支） 

1,717 
[ 1,363 ] 

 
196,218 

[ 203,608 ] 
 

 
1,717 

[ 1,363 ] 

港湾整備事業特別会計 
（歳入） 

9,087 
[ 8,482 ] 

（歳出） 

8,915 
[ 8,152 ] 

（実質収支） 

173 
[ 320 ] 

 
29,586 

[ 31,689 ] 
 

 
0 

[ 0 ] 

箕面北部丘陵整備事業 

特 別 会 計 

（歳入） 
8,725 

[ 6,936 ] 

（歳出） 
8,725 

[ 6,936 ] 

（実質収支） 
0 

[ 0 ] 

 
12,343 

[ 12,256 ] 
 

 
0 

[ 0 ] 

 （注） ［ ］書きは、昨年度の数値。 

     法非適用企業は、「総収益」「総費用」「資金剰余額／不足額（実質収支）」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示。 

 

資金不足比率 ＝ 
資金の不足額 

事業の規模 

いずれの公営企業会計も資金不足は生じておらず、「資金不足比率」は該当なし。 
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（指標の公表は平成１９年度決算から、財政健全化計画の策定の義務付け等は平成２０年度決算から適用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○一般会計

○特別会計：１２会計
  日本万国博覧会記念公園事業特別会計
  就農支援資金等特別会計
  大阪府営住宅事業特別会計
  関西国際空港関連事業特別会計
  不動産調達特別会計
  公債管理特別会計
  市町村施設整備資金特別会計
  証紙収入金整理特別会計
  母子父子寡婦福祉資金特別会計
  中小企業振興資金特別会計
  沿岸漁業改善資金特別会計
  林業改善資金特別会計

公営事業会計 該当なし

○地方公営企業法適用：２会計
  大阪府中央卸売市場事業会計
  大阪府まちづくり促進事業会計

○地方公営企業法非適用：３会計
  流域下水道事業特別会計
  港湾整備事業特別会計
  箕面北部丘陵整備事業特別会計

 公営企業ごとに算定
 
○関西広域連合

○地方三公社
  大阪府土地開発公社
  大阪府住宅供給公社
  大阪府道路公社
○地方独立行政法人
  公立大学法人大阪府立大学
  大阪府立病院機構
  大阪府立産業技術総合研究所
  大阪府立環境農林水産総合研究所
○第３セクター等
  (公財)大阪府育英会
  (公財)大阪産業振興機構  等

一部事務組合・広域連合

地方公社・
第３セクター等

地
方
公
共
団
体

  特別会計

公営企業
会計

  一般会計

実
質
赤
字
比
率

一般会計等

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

資
金
不
足
比
率

財政健全化法の概要 

   
●指標の整備と情報開示の徹底 
  
・ フロー指標 
実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債
費比率 

  
・ ストック指標 
将来負担比率＝公社・三セク等を含めた実質

的負債による指標 
→監査委員の審査に付し議会に報告し公表 

健 全 段 階 

  
●自主的な改善努力による財政健全化 
  
・ 財政健全化計画の策定（議会の議決）、外部
監査の要求の義務付け 

  

・ 実施状況を毎年度議会に報告し公表 
  
・ 早期健全化が著しく困難と認められるとき

は、総務大臣又は知事が必要な勧告 

財政の早期健全化 

公営企業の経営の健全化 

  
●国等の関与による確実な再生 
  
・ 財政再生計画の策定（議会の議決）、外部監
査の要求の義務付け 

 
・ 財政再生計画は、総務大臣に協議し、同意を
求めることができる 

 【同意無】 
・ 災害復旧事業等を除き、地方債の起債を
制限 

 【同意有】 
・ 収入不足額を振り替えるため、償還   
年限が計画期間内である地方債（再   
生振替特例債）起債可 

 
・ 財政運営が計画に適合しないと認められる
場合等においては、予算の変更等を勧告 

財政の再生 

 

比率の算定対象 

〔
健
全
財
政
〕 

〔
財
政
悪
化
〕 


